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１．本報告の概要
　2020年度は新型コロナウイルス感染症（Covid-19）感染拡大の影響により、国内外の高等教

育機関では、これまでとは異なる教育環境のもとで授業が実施されることとなった。

　東北学院大学（以下「本学」という）においても、国内での感染拡大の影響を受け、2019年

度末より遠隔授業実施サポートチームが中心となり、前期の講義はオンタイム型授業とオンデ

マンド型授業による遠隔型授業が実施された。後期には一部授業において対面授業（遠隔参加

も可能とするハイブリッド型授業）が一部再開されたが多くは遠隔型授業にて開講された。

　本稿は、遠隔型授業の中で教育課程の質保証のあり方を検証するために実施された、前期及

び後期において実施した「東北学院大学遠隔型授業に関する学生調査」（以下「学生調査」と

いう）の調査結果に基づき質保証を担う基盤として、Institutional Research（以下「IR」とい

う）の視点から継続的な改善のための意思決定支援について報告することを目的とする。

２．東北学院大学のIR
　IRとは、主にSaupe(1990）による「機関の意思決定および計画策定に資する情報の提供」や

AIR（2008）「高等教育機関の理解（understanding）、計画（planning）、機能（operating）の改

善を導く研究」が代表的に紹介されるが国内外を問わず明確な定義があるわけではない。

　その要因の一つとしてIRはプラクティカルな活動であり、大学の多様な営みの中で教育・研

究・経営に資する実務的な発展の議論に端を発しているからである。

　これは、社会からの大学のアカウンタビリテイへの要求が一層強まり、大学経営の高度化、

ITの進歩、大学の計画策定や意思決定を支援するためのデータ、情報提供、大学諸活動の過程

や成果を説明する機能に対する要求が強くなったことが背景となっている。

　その発展段階にあるIRについてTerenzini（1999）は、IRがプラクティカルであり定義が時代

――
1 　東北学院大学学長室インスティテューショナル・リサーチ（IR）課課長補佐
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とともに変容していることを踏まえ、IR担当者に求められる知性を構造化して次のように説明

している。第１層は、学生や教員などに関する事実や情報の収集，調査統計手法など「技術的

分析的・情報能力」、第２層は、問題点を発見し意思決定に役立つ「問題解決・分析能力」、第

３層は、高等教育全体の政策や特定の高等教育機関の文化を理解する「高等教育の文脈・自大

学の文脈に沿った分析能力」である。

　この３つの知性について、日本の高等教育機関の文脈を踏まえてIRを担当する構成員が専門

職化されていないことと、事務職員のジョブローテーションによるいわゆるゼネラリストとし

てのキャリアアップを大学が求めていることを踏まえ、佐藤（2015）は３つの知性が「階層化」

しているのではなく、「第１層（専門的／分析的知性）と第２層（問題に関する知性）は相互

依存的に存在するものであり、そうした県警の上に第３層（文脈に関する知性）が成り立つ構

造である」とし、この３つ関係は必ずしも階層構造ではないことと述べている。その上で、IR

担当者に必要な３つの知性は「組織的な知性」であるとした。

　文部科学省が実施している「大学における教育内容等の改革状況について」（20011年度から

2016年度）によれば、図１のとおり多くの私立大学等では2013年度を契機に設置校数が急増し

ている。これは私立大学等改革支援事業補助金の設問として「学内にIR担当部署の設置及び専

任職員の配置」による加点されたことが要因であろう（図１）。

　このような背景がある一方で本学におけるIRは2016年７月に学長室インスティテューショナ

ル・リサーチ（IR）課として新設されたことから始まる。本学のIRは、補助金加点を目的とす

る部署の設置ありきではなく、2014年度に策定され、2015年度から実行している学校法人東北

学院中長期計画「TG Grand Vision 150」における第１期中期計画（2015-2020）において、大

図１　IR専門の部署を設けている大学数推移（文部科学省資料より著者作成）
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学の組織運営領域「情報収集･分析による政策提言（IR：Institutional Research）機能の強化

とIR室の設置」が明記され、設置が検討されてきた。検討の結果、教育・研究・経営に関す

るIR機能を分業化あるいは分権化せず、執行部や各学部や事務部署において根拠のある意思

決定支援を行い教育・研究活動及びこれらを支える管理運営を継続的な改善を支援する組織と

して新設するに至った。

　2017年度には東北学院大学インスティテューショナル・リサーチ規程を制定し、第２条にて

「大学の教育研究及び学校運営等に資する政策提言機能の強化のため、学内及び学外の情報を

収集及び分析し、必要な情報の活用に基づいた計画の立案並びに計画の進捗状況及び成果の

評価を通じて、本学における継続的な改善活動を行うための意思決定支援いう。」と定義した。

これに伴い「学修行動と学生生活実態調査」の実施と分析、「点検・評価報告書」を作成し（公

財）大学基準協会による大学評価を受審し「適合」の認定を受け内部質保証システムの構築と

運用を強化している。また、2019年度は成果の一部として「TGU FACTBOOK 2019」の刊行、

学位授与の方針に基づく学習成果可視化を目的としアセスメントテスト（GPS-Academic）を

開始し、学修者本位の教育活動となるべく教育の質的転換を目指し情報収集と分析による意思

決定支援を行っている。また、学生や社会に対し調査及び分析結果を踏まえた大学の成果を公

表するとともに、学修者自らが成果を示すことができるよう施策を実行している。

３．東北学院大学における遠隔型授業の方針と学生調査の実施
　本学の遠隔型授業は、「東北学院大学らしく一人の学生も迷うことなく」をモットーに掲げ

５月よりスタートした。遠隔授業実施サポートチームでは、「教職員のための遠隔授業実施ガ

イド」（以下、「遠隔授業実施ガイド」という）を作成し、Learning Management System（以

下「LMS」という）への集中アクセスを防ぐべく事前の負荷分散や著作権に関する注意など

も含め、具体的な教授法をまとめた冊子を教職員及び学生に公開し授業が開始された。そのよ

うな中にあっても、本学は建学の精神である「福音主義キリスト教の信仰に基づく個人の尊厳

の重視と人格の完成」の教育到達を目標に、学位授与の方針に基づき教育課程を実施し、学修

成果に対し責任を持なければならない。学生の授業受講状況と遠隔型授業の学修成果を点検・

評価し、改善に努めることは当然のことである。そのため、全学レベル、学部学科レベル、授

業科目・教員レベルにおいてそれぞれが教育課程と連動し改善をしていくことが求められてい

る。「遠隔授業実施ガイド」は、インストラクショナル・デザイン（以下「ID」という）によ

る大学教育の視点から教育プロセスを捉えた学生の学びたい意欲を喚起するため「教職員も迷

うことなく」網羅的に作成されている。鈴木（2006）が「大学が採用する新しい構成要素と

してのeラーニングの質保証を点検するためには、それぞれの観点から達成指標を明らかにし、
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適切なID技法を応用していくことが必要である。」と述べ提唱したe-ラーニングの質保証レイ

ヤーモデル（図２）に対応しており、学修者が学ぶための前提条件と工夫を促す設計となって

いる。この「遠隔授業実施ガイド」を基に教育課程や個々の教員において授業が実施され、本

学での教育によって得られる知識・技能が身についているか調査分析を行い、この結果に基づ

く必要な改善を実施しなければならない。すなわち2020年度前期授業においては、教育を提供

する側にとっても「一人も迷うことなく」学びを止めないための検証を早急に行う必要があっ

たのである。

　これらの背景には、中央教育審議会（2008）「学士課程教育の構築に向けて（答申）」において、

教学上の３つの方針に基づく組織的な教育を大学に求め、教育の質保証を体系的に構築するこ

とが求められたことにある。さらに、中央教育審議会（2012）「新たな未来を築くための大学

教育の質的転換に向けて（答申）」では、「プログラム共通の考え方や尺度（アセスメント・ポ

リシー）に則った成果の評価、その結果を踏まえたプログラムの改善・進化」と「成果の評価

につい当たっては、学習時間の把握といった学修行動調査やアセスメントテスト（学数到達度

調査）、ルーブリック、学修ポートフォリオ等、どのような具体的な測定方法を用いたかを併

せて明確にする」ことが示されている。従って、大学独自の特色を尊重しつつ、教育研究上の

理念・目的に即した教育が提供できているか、自らが点検・評価すること、評価の後づけとな

らずに、どのような方法や尺度を組み合わせ評価していくか公表をする内部質保証システムの

構築と運用が求められている。

図２　鈴木克明（2006）「IDの視点で大学教育をデザインする鳥観図」より引用
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　これは、新型コロナウイルス感染症の影響下の中で遠隔型授業の実施を余儀なくされたとし

ても目標である、学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針に基づき授業科目運営を適切に

行い、学修者の知識・技能の習得を当然に保証されなければならない。つまり、学修者本位の

視点で全学、学部・学科、教員個人の各レベルにおいて学期中での改善による継続的な改善を

行い、学修者への教育を保証するために受講状況を把握する学生調査の実施を決定した。

４．前期「遠隔授業の受講状況に関する学生調査」
4.1　前期「遠隔授業の受講状況に関する学生調査」の実施について

　５月７日より開始された遠隔型授業の実施と学生の受講状況を把握するため、遠隔授業実施

サポートチームとIR課では前期「遠隔授業の受講状況に関する学生調査」を実施し、学期中

に対応可能な改善を施し、分析を行うことを７月６日部長会において提言し了承を得た。調査

の概要と目的は下記の通りである。

調査目的：

　① 学生の観点から前期実施されている遠隔型授業における学生の受講状況を調査し、遠隔型

授業のメリット・デメリットや学生のストレス状況を把握する。その基礎として学期中に

改善に資する情報収集と分析により学習成果の達成のための遠隔授業実施法の改善に役立

てる。

　② 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止のために、後期開講科目が遠隔型

授業に転換した場合においても、「学位授与の方針」及び「教育課程編成・実施の方針」

に基づく授業運営をし、教育の質保証を行うための基礎データを収集する。

調査対象：全学生（院生・科目等履修生含む）（６月30日時点在籍者数）

　　　　　学部学生　10,922名

　　　　　大学院生　　 126名　　合計　11,048名

調査方法：Google Formを用いたWeb回答方式

　　　　　認証による学生番号取得を行う記名式調査

実施期間：2020年６月30日（火）～７月13日（月）

調査設問：20問

4.2　前期調査の結果概要

　前期の調査結果は以下の通りであった（図３）。学部学生の回答数は3,815名・回答率は

34.2％となった。大学院生については在籍者数が少数であることからも回答者個人が特定でき
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るため調査結果は個別対応した。

　前期調査結果をまとめると、図４のように多面的な要素でのコミュニケーションの改善が重

要である結果を得た。また、遠隔型授業（オンライン授業、オンデマンド授業）ならではの利

点も見出すことができた。一方で、学生が抱く不安の多くは「過大な課題」や「授業の双方向

性の確保」、「PC・通信環境の機器トラブル」に起因しており、早急な改善が求められる結果

となった。

図３　前期調査における回答率及び学年別回答数

図４　調査結果による改善ポイント（筆者作成）
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　授業外学習時間は図５に示す通り、通常の対面授業と異なり各授業で課題を求めていること

もあり、授業外学習時間は全学年で36.0％が２時間以上であった。IR課がこれまで2017年度よ

り実施してきた「学習行動と学生生活に係る実態調査」と比べても最長である。これは、大学

設置基準が定める事前事後学習を含めた１単位あたり45時間の学習時間を要する「単位の実質

化」という側面だけで見れば効果が得られているように見える。しかし、「過大な課題」と感

じる回答も少なくなく授業内容と課題の両面から検証が求められる。

　次に遠隔型授業（オンタイム授業・オンデマンド授業）それぞれのメリットとデメリットに

ついて学生の反応を確認したい。

　遠隔型授業については平成13年文部科学省告示第51号（大学設置基準第25条第２項の規定に

基づく大学が履修させることができる授業等）（以下、「メディア授業告示」）によって、「通信

衛星、光ファイバ等を用いることにより、多様なメディアを高度に利用して、文字、音声、静

止画、動画等の多様な情報を一体的に扱うもので、次に掲げるいずれかの要件を満たし、大学

において、大学設置基準第25条第１項に規定する面接授業に相当する教育効果を有すると認め

たものであること。」と示している。

　メディア告示第１号は「同時かつ双方向に行われるものであって、かつ、授業を行う教室等

以外の教室、研究室又はこれらに準ずる場所（大学設置基準第31条第１項の規定により単位を

授与する場合においては、企業の会議室等の職場又は住居に近い場所を含む。）において履修

させるもの」とし「遠隔授業実施ガイド」ではオンタイム授業とし、第２号「毎回の授業の実

施に当たって、指導補助者が教室等以外の場所において学生等に対面することにより、又は当

該授業を行う教員若しくは指導補助者が当該授業の終了後すみやかにインターネットその他の

適切な方法を利用することにより、設問解答、添削指導、質疑応答等による十分な指導を併せ

行うものであって、かつ、当該授業に関する学生の意見の交換の機会が確保されているもの。」

をオンデマンド授業と定義している。

図５　前期における授業外学修時間
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　両形態で共通していることは双方向性の確保である。つまり、１回の授業において「講義→

質疑→課題→添削・評価・講評」が一つのサイクルとなり、講義を一方通行にするのではなく、

学生からの質問への応答や学生同士の意見交換の機会を持たなくてはならないことを示してい

る。

　その中で学生が感じているメリットは図６が示す通り、「特になし」が上位にあることに留

意が必要であるが、「他の学生や教員とのコミュニケーション」、「時間割に沿って授業が行わ

れる」が挙げている学生が多いことである。

　これは授業の進み方やトラブル対応が明確であることと、教員と学生、学生間での豊かなイ

ンタラクションによって得られることに起因している。

　一方で、オンタイム授業のデメリットとして主に１～２年生では「オンデマンド授業より疲

れる」を選択しているが、３～４年生では「教員の話が聞き取りづらい」ことであった。また、

特筆すべきはプライバシーの不安を抱く学生の理由は、カメラのオン・オフに関するものであっ

た。なお、「遠隔授業実施ガイド」ではカメラをオンにすることを強制していない。（図７）。

図６　オンタイム授業のメリット（回答率順）

図７　オンタイム授業のデメリット（回答率順）
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　オンデマンド授業におけるメリット（図８）は、「いつでも授業を受けることができる」こ

とで自由に時間を活用できること、「映像を繰り返しみることができる」ことでわからない部

分や聞き逃したことを繰り返すことで自分のペースで学ぶことができることがメリットとして

あげる学生が95.8％となり、オンデマンド授業による新しい大学教育の可能性を見出すことが

できた。

　オンデマンド授業のデメリット（図９）は、「説明や指示がわからずどうしてよいか分から

ないときがある」であり、授業の説明、ツールの使用方法、授業の進行方法の説明不足に課題

を残す結果となった。次に、「時間が不規則になり追いつくのが大変」であった。一度、学習

のサイクルが乱れると他の授業にも影響を及ぼすため、自律的な学習サイクルを保てるような

工夫が必要となる。また、資料のみが提示され課題をこなす授業、授業の動画や資料の配信が

遅れる、質問へのリアクションがオンデマンド授業であるがリアルタイムにしかされないこと

は、学修者が安心して学べず授業への学びたい意欲を低下させる教育の提供側の要因となって

いることも判明した。

　さらに、「他の学生とのコミュニケーションが取りづらい」ことは、他の学生との理解度に

差があるのではないかと不安を抱く傾向にあるため課題に対する評価や講評は重要な要素であ

る。特にオンデマンド授業においては、学生自身での自己管理が必要となり、１年生にとって

は初めての大学生活の中で学習サイクルを自身で構築することが容易ではなかったため、大学

全体として対応が必要であったデメリットの要因となった。

図８　オンデマンド授業のメリット（回答率順）
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　また、遠隔型授業において不安に感じている要素を８項目に分類した結果を図10に示す。「課

題が多い」、「教員や他の学生とのコミュニケーションが取れないこと」、「座っている時間の長

さによる疲れ」が上位を占めている。

　それぞれの状況を学年別で詳説すると、他の学年と比して１年生では「教員や他の学生との

コミュニケーションがとれない」、「PCの操作がわからない」ことに起因する不安が目立つ結

果であった。

図９　オンデマンド授業のデメリット（回答率順）

図10　遠隔授業による学生の不安要素
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　次に遠隔型授業の受講状況を整理したい。図11は学年別オンタイム授業、図12は学年別オン

デマンド授業の受講数である。調査回答者の前期履修科目数数はオンライン授業とオンデマン

ド授業を合わせ1年生が12.68科目、２年生が13.44科目、３年生は11.74科目、４年生は4.55科目

となり、全学年平均で10.60科目となった。一方でその中には前期のみで15科目以上の授業を

履修している学生も少なくない。

　図13は図10にて「課題が多い」と感じている学生のオンタイム授業及びオンデマンド授業の

受講数とクロス集計したものであり濃淡が人数を表している。（X軸は受講コマ数、Y軸は１：

そう思わない４：～とてもそう思う）。

　前期オンデマンド授業を８科目以上受講している学生ほど「課題が多い」と感じている。オ

ンタイム授業と合わせると10科目を超えると「過大な課題」として負担を強く抱く傾向が見ら

れた。

　特に、２年生は91.4％、３年生は88.2％が「課題の多さ」と回答している。その一方で１年

生は65.4％であったことは、１・２年生において授業外学習時間も含めて１単位45時間（２単

位90時間）となり事前事後学修が４時間程度必要であることへの理解と対面時の学習サイクル

が確立できていないことが推察できる。一方で１年生は、大学入学直後から「講義→質疑→課

題→添削・評価・講評」が行われていることもあり学年別での負担感に差異が生じた。

図11　学年別前期オンタイム授業受講数

図12　学年別オンデマンド授業受講数
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　自由記述については、特になしを除き1,038件の記述がなされた。全ての自由記述欄はIR課

担当者が全てチェックし、KH Coderを利用し分析している。個別具体的な資料となるため図

は示さないが、大きく「授業と課題」、「後期授業」にカテゴライズされた。

　授業に関する記述は「質」「課題」「質疑」「成績評価」に分けられ、オンデマンド授業は特に「資

料もしくは音声のみ」「合成音声」に対しての不安・不満が多い結果であった。

　後期授業については７月時点での調査であったこともあり、「後期授業」の「対面授業への

期待や要望」と「通学・対面への不安」、「対面型授業再開への期待と不安」、「第２波への不安」

両面がみられる結果であった。

　また上記とは別に、緊急性を伴う自由記述に対しては学生部との連携し対応した案件が５件、

遠隔授業の実施体制の不安ではないが学納金に関する記述が74件、通信・印刷費への不安20件

の記述があった。

4.3　前期調査結果の公開と学長による改善指示

　この調査において判明したことは、遠隔型授業が必ずしも学生の学修意欲を低下させている

のではなく、LMSの活用により質問がしやすいこと、授業を繰り返すことで復習ができやす

いことなどオンタイム授業、オンデマンド授業であるからこそ得られた利点が判明した。

　また、学生の不安の多くが「教員と学生の双方向性」、「教員間における情報共有」、「教育職

員と事務職員の教職協働」にて解決に向かうことができる内容であった。、また、「学生同士の

図13　受講コマ数と課題への負担感
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交流」については、これまでオリエンテーション期間に行われていた履修登録や友人作りの場

の提供がこれまで重要な役割を担ってきた証左とも言えよう。

　これらの前期学生調査の結果は2020年７月27日の教学改革推進委員会において分析結果の報

告をした。協議の結果、教育課程の実施方法について、各レベルにおいて点検・評価し、速や

かに対応することが必要であると判断された。分析結果は、８月３日に教育職員及び事務職員

に対し公開するとともに、学長より分析結果に基づく改善指示が示された。改善指示の内容は

以下の通りである。

　また、この調査結果と改善への取組については前期期間終了後の８月12日に全学生に対して

My TGにて学生公開版を配信した上で、本学ホームページにて公開をしている。

2020 年 8 月 3 日 
教職員 各位 

東北学院大学  
学長 大西 晴樹  

 
遠隔授業の受講状況に関する学生調査結果の公表について 

 
7 月 27 日開催の教学改革推進委員会において、「遠隔授業の受講状況に関する学生調

査結果」が報告された。教職員が一丸となって前期の遠隔授業を始めとする各種対応に

あたっていただいたことには感謝申し上げるところであるが、今回の調査結果では学生

が感じている不安や不満が多岐にわたり、遠隔授業に限らない多くの課題が確認された。 
今般、調査結果を公表するにあたり、教学改革推進委員会での議論を踏まえて、下記

の点についての課題を共通認識としたうえで、教育課程の実施にあたりそれぞれの役割

で改善に資する取り組みに着手していただきたい。 
 

記 
1. 全学レベルでの改善 

・FD 推進委員会が中心となり全学 FD を実施する 
・悪い事例を反省し、グッドプラクティスについて学ぶ機会を設け質保証に

努める 
2. 学部レベルでの改善 

・学部長を中心に学部 FD を実施する 
・特に、「教職員のための遠隔授業実施ガイド」に基づかない教員の改善は急

務とする 
3. 授業レベルでの改善 

・遠隔授業実施サポートチームは、「教職員のための遠隔授業実施ガイド」の

改訂版を作成し公表する 
・科目担当教員（非常勤講師を含む）は、上記のガイドに照らした後期授業

の在り方を再度見直し、必要な改善をおこなう 
4. 修学に関する相談体制の見直し 

・学生や保証人の多様な悩みに対応する体制をわかりやすく明示し、様々な

手法によりその周知を積極的におこなう（地区後援会の代わりに） 
・各部署における学生サービスの見直しをおこなう（対面にこだわらない） 

以上  
【補足】 

・調査結果は全教育職員、全事務職員宛のメーリングリストで公開する 
・学内限定の公開内容となるので取扱いには充分注意すること 
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4.4　前期におけるFD研修会

　学長からの指示に基づき、各学部・学科においては調査結果とFDが実施され、授業レベル

での改善については、遠隔授業実施サポートチームにより、対面授業のハイブリッド参加を加

え、後期授業用として「遠隔授業実施ガイド」が改訂された。

　後期授業開始前日となる９月16日にFD推進委員会主催による「FD研修会」が開催された。

この研修会では上述の学生の授業での受講状況と調査結果の分析に合わせや「遠隔授業実施ガ

イド」と照らした授業事例（Good PracticeとBad Practice）や対面授業のハイブリッド参加の

留意点をIR課より報告した。

　特に、上述（図２）のe-ラーニングの質保証レイヤーモデルにて示される「レベル－１～レ

ベル３」の５段階の中で全学が対応すべき、レベル－１「授業配信・資料配付の正しい設定」

や「問い合わせ対応」といったeラーニングと、レベル０となる「うそのなさ」となる配信時

間や説明の正確さ適度の情報量」の保証について具体例を示して説明をした。また、前期授業

における特色のあるレベル２「学びやすさ」レベル３「学びたさ」の工夫が見られた事例（Good 

Practice）を学修行動、授業方法、受講環境に分類し学生がポジティブに捉えてるポイントと

ネガティブに捉えるポイントを対比し、学部・学科・授業科目で前期授業を振り返り自己点検・

評価を行うこと、後期授業の改善活動を行う必要性を説明した。

　図14は学修行動のうちコミュニケーション・学生への配慮の事例、図15は、授業方法のうち、

遠隔授業進行の工夫・学生への配慮・自発的学習の啓発に関して当日投影した資料の一部である。

図14　遠隔授業の学修行動におけるGood Practice
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５．後期「遠隔授業の受講状況に関する学生調査」
5.1　後期「遠隔授業の受講状況に関する学生調査」の実施について

　後期授業は９月17日から開始された。前期授業から大きく変更されたことは原則50名以内の

授業科目において対面授業が再開されるとともに、対面授業へのハイブリッド参加（対面授業

をオンラインにて参加する方式）が開始されたことである。後期学生調査では、ハイブリッド

参加の状況と、前期学生調査結果と改善指示、FD研修会及び「遠隔授業実施ガイド（後期授

業版）」において改善促した事項について改善が見られない教員に対し、学長からの個別具体

的な改善指示を実施することを前提とした調査設問を設計した。

　また、後期「遠隔授業の受講状況に関する学生調査」の実施に際して、学生には図16の前期

の調査の概要と改善の取組をまとめた資料を添付し、前期授業と比べて授業の改善状況の実感

とその理由について問う設問を加えた。

図15　遠隔授業の授業方法におけるGood Practice
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調査目的： 前期結果に基づき学長による改善指示、FD研修会による改善効果を検証し、「教育

課程編成・実施」体制の継続的な改善と質保証を検証する

　① 学生の観点から後期実施されている遠隔型授業における受講状況を調査し、前期調査と比

較し後期の改善状況を把握することとする。後期中に実施可能な改善に資する情報収集と

分析により継続的な改善を図る。

　② 「学位授与の方針」及び「教育課程編成・実施の方針」に基づく学位プログラムの実施状

況を測定・評価し、学内諸活動の質保証体制を検証する。

調査対象：全学生（学部学生及び大学院生）

　　　　　学部学生　10,871名（10月26日時点在籍者数）

　　　　　大学院生　　 126名　　合計　10,997名

調査方法：Google Formを用いたWeb回答方式

　　　　　認証による学生番号取得を行う記名式調査

実施期間：2020年10月26日（月）～11月４日（水）9：00

調査設問：19問

図16　前期学生調査結果を受けた東北学院大学の取組状況
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5.2　後期調査の結果概要

　学部生の回答率は25.9％となる2,814名の回答数であった。遠隔型授業を受講していない４年

生の回答率が特に落ち込んでいる（図17）。

　ここでは後期学生調査では新たに設けた設問と前期と差異の大きい設問について述べていく

こととする。

　特筆すべきは、「総合的に遠隔授業について前期と比べて後期授業は改善している実感はあ

りますか」との設問において、学生が感じている改善状況である。この設問は「とても改善し

ている」から「全く改善していない」とした６件法にて調査した。

　図18が示すように前期授業と比べ71.8％の学生が「改善している」ポジティブな結果を得た。

この改善していると判断した理由別にみると「PCの操作やLMSの活用」、「授業の質問への対応」、

「講義の質」、「教員及び学生同士のコミュニケーション」において大きな改善傾向が見られた。

従って、前期学生調査の結果と改善への取組状況の公表、FDの効果が表れたと言える。その

反面で、28.2%の学生は改善していないと捉えている事実も重く受け止め、継続的に授業改善

の取り組みは、改めて全学で取り組むべき課題であることを示すこととなった。なお、６のそ

の他の「改善していない」ネガティブな理由には「前期も問題を感じていない」、「印刷代など

授業以外の要素」、「特になし」が多く含まれている。

図17　後期調査における回答率及び学年別回答数
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　次に、前期と同じ設問である「遠隔授業で次のうち困ったことや不安に感じていることを回

答してください」との設問を比較する（図19）。比較方法は前期学生調査から継続して回答し

た1,860名の学生を対象に回答の遷移をポイント化し比較している（「そう思わない」を１point

とし、「そう思う」を４pointにして差分を表している）。

　「課題」については「過大」に感じている学生大きく改善した。これは図18にも関連するが、

LMSの活用や、講義内容と課題の量の適正化が図られた結果、学生の負担感を減じられた要

因となったと推察している。これに併せて講義での指示が、学生にとってわかりやすくなった

ことと教員・学生双方がPC及びLMSの操作方法にも慣れたことにより、「授業についていけな

い」と回答していた学生に改善が見られ学習サイクルの定着がうかがえる。さらに、「他の学

生とのコミュニケーション」への不安も改善が見られ、９月14日に開催されたオンラインでの

新入生歓迎イベントや、10月24日の大学祭における新入生歓迎行事の効果があったのではない

かと推察する。

図18　後期授業における改善状況
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　その一方、PCの操作方法など遠隔型授業の受講には慣れたものの、教員とのコミュニケー

ションに不安を感じている学生上回った。これは、図18「後期授業における改善状況」と異な

る結果であった。これは、学生同士のコミュニケーションの改善が見られることから教員との

双方向性に課題が残る結果と考える。

　次に、「遠隔授業の中で改善してほしい科目と理由」、「遠隔授業やその実施体制への不安」

を問う設問について説明をする。「遠隔授業実施ガイド」で留意すべき事項として前期から強

く改善を求め、FD研修会でも説明した「Bad Practice」において個別具体的な改善が必要な

事例が多く見られた。長期化する遠隔型授業の中、教員は学生とのコミュニケーションを意識

的に行うこと、課題の提出の受け取り確認方法などの配慮、LMSの拡張機能の活用による質

疑応答の適切な双方向性の確保に一部課題を残した結果であった。

　また、下記の表１は前期授業と後期授業の理由オンタイム授業、オンデマンド授業及び対面

授業の履修科目数である。後期の履修科目の平均で約１コマ減っている。このうち、対面授業

のハイブリッド参加授業科目数は平均で0.28コマであった（表２）。

図19　不安要素の変化
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　ここでは、対面授業のハイブリッド参加の受講状況について図21に示している。対面授業は

原則50名以内としていることからも遠隔参加できる対面授業を履修していない学生数が多いが、

対面授業を履修している学生のほとんどが対面で参加し、すべてハイブリッド参加もしくは感

染防止の観点から科目や曜日で使いわけている学生は多くないことが判明した。

　１年生及び２年生の対面授業を受講している学生の多くは、すべて対面で参加している状況

であり、対面授業への期待がうかがえる。

　加えて、図22で対面授業にハイブリッド参加をしている理由と状況についてハイブリッド参

加をしている469名の理由と状況を示した。ハイブリッド参加の状況は、音声や板書・資料と

質疑応答、他の受講生との議論においても対面授業のハイブリッド参加において支障をきたし

ている学生は多くない。このことからも授業を運営する教員の工夫によりハイブリッド参加学

生も受講しやすい状況が構築されていると言えるだろう。

図20　対面授業の学年別受講数分布

表１　2020年度前後期授業形態別履修科目数の比較

表２　対面授業のハイブリッド参加数学年別平均
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　自由記述においては前期と同様に分析をした。その結果、資料配付のみで課題だけで実施さ

れる授業、オンデマンド授業としてあるもののリアルタイムの配信のみの授業、シラバス通り

に授業が行われていない授業、課題に対し個別評価や講評がないため提出確認をしても回答が

得られない授業が後期も実施されていることが判明している。これらは学修者にとって正しく

授業の達成目標を理解し修得しているか不安視する声が少なからず寄せられる結果であったこ

とからも改善を要すべき事項となる。特にLMSの拡張機能である個別質問機能で質問をして

も返信がないことは大きな不安と不満の要素になっている。

　また、この自由記述については前期と異なり授業の質や内容に関する記述が多く見られた。

受講する学生も遠隔型授業での学習が定着しつつあり、学生の関心は受講方法から質へと変化

していることに特徴がある。

図21　対面授業のハイブリッド参加状況

図22　対面授業のハイブリッド参加の状況
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　前期調査で見られた学生部との連携が必要な緊急対応を要する記述はなかったが、情報処理

センターでの印刷枚数の上限や、事務対応窓口の問い合わせも寄せられた。

5.3　後期調査結果の公開と学長による改善指示

　これらの結果は2020年11月16日開催の教学改革推進委員会にて速報値を報告し、30日開催の

同委員会にて改善方策が協議された。

　その結果、12月１日に以下の文書が教育職員（専任及び非専任）及び事務職員に対して、学

長のリーダーシップのもとで結果の公表と改善指示が発せられた。

2020 年 12 月 1 日 
教職員 各位 

東北学院大学  
学長 大西 晴樹  

 
後期遠隔授業の受講状況に関する学生調査結果の公表について 

 
11 月 26 日開催の部長会で速報値を報告し、11 月 30 日開催の教学改革推進委員会にお

いて、「後期遠隔授業の受講状況に関する学生調査結果」の詳細版が報告されました。そ

の結果、前期授業と比べ 71.8％の学生が「改善している」との回答が得られたことは、ひ

とえに先生方の授業改善の賜物であり改めて感謝する次第です。 
一方、依然として「教職員のための遠隔授業実施ガイド」に基づかない授業があり、そ

れを起因として様々な不安や不満・苦情につながっていることは事実です。例えば、

「PowerPoint 資料のみを提示し音声や動画等の解説がない授業」「授業方式の頻繁な変

更」「質問に対応しない」といった回答が前期に引き続き未だに少なからず寄せられてい

ることは残念な実態であります。 
今般、調査結果を公表するにあたり、教学改革推進委員会での議論を踏まえて、下記の

点についての課題を共通認識としたうえで、教育課程の実施にあたりそれぞれの役割で改

善に資する取り組みに着手してください。 
なお、学生からの苦情に対する改善方策の一つに、情報処理センターにおける印刷枚数

の上限をこれまでの２倍（今年度に限り 1,000 枚/月、4,000 枚/年）に緩和したことを申し

添えます。 
 

記 
 
1. 全学レベルでの改善 

 FD 推進委員会が中心となり全学 FD を実施する 
 悪い事例を反省し、グッドプラクティスについて学ぶ機会を設け質保証に努める（非

常勤講師を含む） 
2. 学部レベルでの改善 

 学部長を中心に、「教職員のための遠隔授業実施ガイド」に基づかない教員の改善指

示を行う 
3. 遠隔型授業以外の修学支援について 

 学生の多様な悩みに対応する改善方策を検討し、学生や保証人への周知を積極的に行

う 
 各部署における学生サービスの見直しをおこなう（次年度に向けて対面にこだわらな

い施策の検討） 
4. その他 

 対面授業や構内で密にならない配慮と、マスクの着用について積極的な声がけを行う 
 

以上  
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　この文書に従い、各学部においては学部長より教員に対して個別具体的な改善指示を行い学

位プログラムにおける教育課程の質保証への取組を引き続き行った。また、12月11日に２回目

となるFD研修会が開催され、前期に実施された「授業改善のための学生アンケート」におい

て高い評価を得た教員３名からGood Practiceとなる創意工夫が共有された。

６．結果の考察と結論
　中央教育審議会（2018）が示した「2040に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」では、

予測不可能な時代を生きる人材像として「時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的

思考力をもって社会を改善していく資質を有する人材」、学修者本位の教育への転換として「何

を教えたか」から「何を学び、身につけることができたのか」を明確にし、学修者自身が学び

の成果を実感できる教育とその質保証を求めている。

　本学では、「東北学院大学らしく一人の学生も迷うことなく」教育課程を実施するため、学

長を委員長とする教学改革推進委員会において、前期学生調査の分析結果に基づいて全学・学

部学科におけるFDの実施や事例の情報共有により、早急な対応が求められた遠隔型授業にお

ける双方向性の確保や、「遠隔授業実施ガイド」に沿わない授業の改善が図られた。

　結果として71.8％の学生が前期に比べ改善していると感じていることがその効果の証左とな

り、本学において教学マネジメントを支える基盤としてのIRによる調査分析の結果をもとに、

点検・評価を行う教育課程の質保証システムが機能していることが示された。

　その一方、28.2％の学生が改善していないと感じていることには真摯に受け止めなければな

らない。つまり、内部質保証システムの構築に留まらず、常に新たな視点で学修者本位となり

本学での学生生活において得られる知識・技能の修得と成果の可視化を追求し続けることが今

後の課題である。本学でも「過大な課題」が本調査で明確となったが、現在の教育課程編成・

実施の状況が学修者にとって順次性・体系性を持ち、授業外学習時間を含めて学修成果の到達

を問われることとなった。しかし、遠隔型授業は高等教育の新たな可能性が見出されることと

なったのも事実である。

　本学学則第１章第１条では「東北学院大学は、キリスト教による人格教育を基礎として、広

く知識を授けるとともに深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開さ

せ、もって世界文化の創造と人類の福祉に寄与することを目的とする。」と教育の理念・目的

が明記されている。その実現を目指しIRでは学内外の情報収集と分析による意思決定支援と

質保証を担い、教学マネジメントを支える基盤として引き続き様々な観点で調査分析し、学修

者本位の継続的な改善を支援しなければならない。
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